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1 IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）とは、気候変動に関する政府間パネルのこと

で、世界気象機関及び国連環境計画により 1988 年に設立された政府間組織で、世界中の科学者の協

力の下、出版された文献に基づいて定期的に報告書を作成し、気候変動に関する最新の科学的知見の

評価を提供している。 
2 2050 年カーボンニュートラルとは、2050 年までに温室効果ガス排出量を全体としてゼロにするとい

うもの。排出を全体としてゼロというのは、温室効果ガスの「排出量」 から、植物等による「吸収

量」 を差し引いて、合計を実質的にゼロにすることを意味する。 
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3 温室効果ガスには、赤外線を吸収して再び放出する性質があり、地球のまわりに存在する温室効果ガ

スが増えると地球の表面付近の空気が温められて地球温暖化が進む。温室効果ガスは二酸化炭素、メ

タン、一酸化二窒素、代替フロン第４ガスがあり、二酸化炭素がその８割を占める。 
4 二酸化炭素排出係数とは、単位量あたりの燃料や電力の使用に伴い発生する二酸化炭素量を係数化し

た数値で、電源を構成する火力、原子力、水力、再生可能エネルギー等の割合により毎年度数値が変

動する。 
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5 出典：〇Ryu Koide, Satoshi Kojima, Keisuke Nansai, Michael Lettenmeier, Kenji Asakawa, Chen Liu, 

Shinsuke Murakami (2021) Exploring Carbon Footprint Reduction Pathways through Urban Lifestyle 

Changes: A Practical Approach Applied to Japanese Cities. Environmental Research Letters. 16 084001  

〇小出 瑠・小嶋 公史・南齋 規介・Michael Lettenmeier・浅川 賢司・劉 晨・村上 進亮（2021） 

「国内 52 都市における脱炭素型ライフスタイルの選択肢：カーボンフットプリントと削減効果データ

ブック」 
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6 出典：〇Ryu Koide, Satoshi Kojima, Keisuke Nansai, Michael Lettenmeier, Kenji Asakawa, Chen Liu, 

Shinsuke Murakami (2021) Exploring Carbon Footprint Reduction Pathways through Urban Lifestyle 

Changes: A Practical Approach Applied to Japanese Cities. Environmental Research Letters. 16 084001  

〇小出 瑠・小嶋 公史・南齋 規介・Michael Lettenmeier・浅川 賢司・劉 晨・村上 進亮（2021） 

「国内 52 都市における脱炭素型ライフスタイルの選択肢：カーボンフットプリントと削減効果データ

ブック」 
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コラム 

～地球温暖化に関する子どもたちの声～ 

神戸の子どもたちによる夢のまち（仮想）をつくる体験プログラム「ちびっこうべ」が開催さ

れた（2022 年 10 月開催、会場：デザイン・クリエイティブセンター神戸）。この中で地球温暖

化に興味を持つ子どもたちが「温暖化とめ隊」に参加した。「温暖化とめ隊」の子どもたちの仕

事は、地球温暖化の説明とアンケート調査の実施であり、会場の子どもたちのうち、のべ 204 名

（小学生 183 名、中学生 21 名）からアンケートの回答を得た。 

その結果、「大人が地球温暖化を気にしている」と考えている子どもは、約半数であった。ま

た、地球温暖化を防止するための大人への要望としては、「温室効果ガスがあまり出ない乗り物

をつくってほしい」「温暖化の様々な原因をなくしてほしい」「もっと責任を持って自分が何をし

ているのかわかってほしい」といった声が寄せられた。 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

アンケート質問：周りの大人は、温暖

化のことを気にしていると思いますか 

アンケート質問：温暖化の話を聞いてどう思

いましたか 

 

【回答（抜粋）】 

・不安になった。 

・今からでも、いそいでもとにもどしたい。 

・自分たちがあとからこまるのにと思った。 

・早くたいさくを実行して本当に取り組むべ

きだ。 

【回答】 

図８ 体験プログラムにおける「温暖化とめ隊」の子どもたちの活動 
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コラム 

～バックキャスティングとは～ 

より⾧期の目標を想定し、目標年度にどの程度の目標水準が必要か逆算して設定する方法であ

る。⾧期的な展望を踏まえた目標設定ができるメリットがあり、実現したい未来を先に描くこと

で、その実現のために必要な取り組みや選択肢のアイデアを数多く生み出すことを狙いとしてい

る。より斬新なアイデアの着想を促すとともに、今後起こる不連続な変化を予測するのではなく、

むしろ自ら起こしていくことを意図している。 

現状のままの取り組みでは、2050 年カーボンニュートラルを達成し得ないということを認識しつ

つ、一人ひとりが主体的にゼロカーボンにチャレンジする。 
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7 SDGs（Sustainable Development Goals）とは、持続可能な開発目標のことで，国連サミットで加盟国

の全会一致で採択された「2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標」を掲げる。 
8 ESG 投資とは、従来の財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス

（Governance）要素も考慮した投資のこと。 
9 センシング技術とは、センサー等を利用して情報を計測して数値化する技術のこと。 
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10 フードドライブ活動とは、各家庭で使い切れない未使用食品を持ち寄り、それらをまとめてフードバ

ンク団体や地域の福祉施設・団体などに寄贈する活動である。 
11 サーキュラーエコノミーとは、循環型経済のことで、大量生産・大量消費・大量廃棄を前提とした従

来の経済システムに代わる新たな考え方として注目されており、従来の３Ｒ（リデュース、リユー

ス、リサイクル）の取組に加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、ストックを有効活用しながら、サ

ービス化等を通じて付加価値を生み出す経済活動である。 
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12 COOL CHOICE とは、日本が世界に誇る省エネ・低炭素型の製品・サービス・行動など温暖化対策

に資するあらゆる「賢い選択」促すために政府や自治体、事業者・市民全員の取り組みとして展開し

ている活動のこと。 
13 ゼロカーボンアクション 30 とは、令和 3 年 6 月に国・地方脱炭素実現会議においてまとめられた

「地域脱炭素ロードマップ」で衣食住・移動など日常生活における脱炭素行動とメリットを整理した

30 項目のリストのこと。 
14 神戸ゼロカーボンアイデアとは、本計画の改定に伴い、学生等の新たな観点からの提案を取り入れる

ための事業。 
15 省エネ性能を向上するリノベーションとは、住宅の壁や窓の断熱化等を指す。冷暖房エネルギーの消
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費を抑えることができ、快適性も向上。 
16 エネルギーの地産地消とは、電力などのエネルギーを地域で創り、地域内で消費しようという取り組

み。 
17 エネルギーマネジメントとは、エネルギーを使用状況に応じて管理すること。 
18 ファーマーズマーケットとは、主にその地域の生産者農家が複数軒集まって、自分の農場でつくった

農産物を持ち寄り、消費者に直接販売する取り組みのこと。 
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19 エシカル消費とは、地域の活性化や雇用なども含む、人や社会・環境に配慮した消費行動のこと。 
20 アップサイクルとは、創造的再利用とも呼ばれており、本来は捨てられるはずの製品に新たな価値を

与えて再生すること。 
21 水平リサイクルとは、リサイクル対象の使用済み製品を集めて元の製品に戻すこと（例：ペットボト

ル） 
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コラム 

～ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）～ 

ZEH は「ゼッチ」と読み、家庭で使用するエネルギーと太陽光発電などで創るエネルギーをバ

ランスして、1 年間で消費するエネルギーの量を実質的にゼロ以下にする家のこと。これを実現す

るために、家全体の断熱性や高効率な設備システムや再生可能エネルギーを導入することになり、

そうすることで、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 

～ワーケーション～ 

ワーケーションは、働き方改革やコロナ禍をきっかけに、工夫次第で温室効果ガス排出削減効

果も期待されるとして注目されている。 

特に本市は、都心部と、海、山、里山・農村といった自然豊かな場所が近接し、多様なワーケ

ーションの選択肢を有しており、様々な支援策を展開している。 

2021 年度には、テレワークやワーケーションの受け皿となるコワーキングスペースの開設を

支援する補助制度を新設し、現在、２か所の個性的なスペースが整備されている。また、「六甲

山上スマートシティ構想」の拠点として、シェアオフィス ROKKONOMAD（ロコノマド）を運

営するとともに、新たな山上オフィスの集積も進めている。 

さらに、神戸独自のワーケーションスタイルの構築を目指し、ICT 企業と連携して、農家や食

品メーカーなどの市内事業者とワーケーション希望者を、ICT プラットフォームでマッチングす

る、自治体初の先進的な実証事業も行っている。 

 

図 12 ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の概要 

出典：経済産業省資源エネルギー庁ウェブサイト「省エネポータルサイト」 

コラム 

～ゼロカーボンアクション 30～ 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けては、一人ひとりのライフスタイルを脱炭素型へ

と転換していくことが重要である。家庭部門の CO2 排出量の削減目標の達成を図るべく、暮らし

を脱炭素化する「ゼロカーボンアクション 30」を環境省が情報発信している。日々の暮らしの中

で少し意識するだけで、気軽に取り組めるようなアクションも、温室効果ガスの削減に効果があ

る。ゼロカーボンアクションの例としては、表３のとおりである。 
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コラム  

               ～自転車活用推進のまちづくり～ 

自転車は、走行時に燃料を必要とせず、環境への負荷が小さい乗り物である。地球温暖化対策と

しては、短距離の自家用車の利用を、公共交通機関の利用との組合せを含めた自転車の利用へ転換

することが有用である。 

「神戸市自転車活用推進計画」では、安全・安心で快適な自転車利用環境の創出、および自転車の

更なる活用の推進による魅力的なまちづくりの実現を目指している。 

 市内の駐輪需要の多い主要な鉄道駅を含むように概ね直径 5km を「面的整備エリア」、エリアを

つなぐ東西の幹線道路等及び都心ウォーターフロント部の魅力向上に資する路線を「主要ネットワ

ーク路線」として設定して、優先的に整備を進め、効率的・効果的に順次ネットワーク化を図り、安

全・快適な走行環境を創出する。 

 また、六甲山系や、北区、西区の自然豊かな田園地域においても、自転車利用者がより楽しめる環

境づくりを進めている。 

 シェアリングサイクル「コベリン」の普及促進や、地域特性に応じたシェアサイクルの導入可能

性についても検討し、自転車を活かす取り組みを進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 自転車利用推進計画より整備予定図 

 

出典：環境省「ゼロカーボンアクション 30」（https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/zc-action30/ ） 

表３ ゼロカーボンアクションの例 
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22 サプライチェーンとは、原材料の調達・製造・物流・販売等、製品がつくられて消費者の手に届くま

での一連の流れ。 
23 CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage ）とは、分離・貯留した二酸化炭素を利用する手法のこと。 
24 カーボンニュートラルポート（CNP）とは、臨海部は、多くの産業が集積し、温室効果ガス削減の余

地が大きいため、水素の活用等による脱炭素化に向けた先導的な取り組みを集中的に行い、温室効果

ガス排出実質ゼロを目指す港のこと。 
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コラム 

～色のついた水素～ 

水素は無色透明であるが、その製造過程等の違いにより地球温暖化防止への貢献度合が異なる

ため、色に例えて表現させることがある。再生可能エネルギーにより水素製造を行い、製造過程

にて CO2 が発生しない「グリーン水素」、化石燃料由来で製造過程にて発生する CO2 を回収・地

中貯留などすることで大気中への CO2 排出ゼロとなる「ブルー水素」、化石燃料由来で製造過程

にて発生する CO2 を大気中に放出している「グレー水素」と呼ばれている。なお、この分類は国

際機関等で定義を議論中であるため、今後変更となる可能性がある。現在、日本で流通している

多くは「グレー水素」であるが、神戸市において「グリーン水素」の割合が増えるように取り組

んでいく。 

コラム 

～水素などカーボンニュートラル燃料を安全に使うために～ 

 水素やアンモニアなどカーボンニュートラル燃料は、ガソリンや天然ガスと同じく可燃性ガス

であり、「漏らさない」「漏れたら早期に検知し、拡大を防ぐ」「漏れた燃料に火がつかないよう

する」など、安全を確保して慎重に取り扱う必要がある。 

カーボンニュートラル燃料は、ガソリンと同じく危険物（可燃性ガス）として労働安全衛生法

が適用され、ガスで使用する場合は、都市ガスや LPG などの天然ガスと同じく高圧ガスとして

高圧ガス保安法など各種法規制が適用される。 

 今後のカーボンニュートラル燃料の普及を見据え、水素ステーションや燃料電池自動車の安全

性・危険性についても、従来の石油由来の燃料と同様に正しく危険性を理解して使用していく必

要がある。 
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コラム 

～水素を活用する利点～ 

水素は燃えるときに二酸化炭素を排出しないという特徴の他にも多くの利点を持っている。そ

の一つが、「ためる」ことができることである。私たちの生活に欠かせない電気は、そのままの

状態ではためておくことはできない。太陽光発電は天気の良い日には多くの電気をつくることが

できるなど、再生可能エネルギーは天候に左右される。電気をつかう量が少ない時には、天候に

よっては、つくるエネルギーが余ってしまうため、貴重な再生可能エネルギーを十分に活用する

ことができない。しかし、余った再生可能エネルギーを使い、水素をつくることができれば、再

生可能エネルギーを⾧期間ためることが可能となる。また、電気が必要なときには燃料電池によ

り取り出すことができるという優れた特性をもっており、脱炭素社会に向けて重要な役割が期待

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 神戸における水素活用のイメージ 
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25 電動車とは、車両の動力に電気を使う車のことで、電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）、プ

ラグインハイブリッド自動車（PHV）、ハイブリッド自動車（HV）が該当する。ガソリン自動車より

二酸化炭素排出量が少なく、環境への負荷が小さい。 
26 災害レジリエンスとは、災害に対する対応力のこと。 
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27 次世代自動車とは、電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）、プラグインハイブリッド自動車

（PHV）、ハイブリッド自動車（HV）、クリーンディーゼル自動車（CDV）、天然ガス自動車

（CNG）が該当する。 
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コラム 

～自動車を持たない生活～ 

 自動車は製造・流通・消費・廃棄など各段階で一定の二酸化炭素を排出していることから、「自家

用車を保有しないこと」が環境に最も優しい選択となるが、現実的には私たちの生活に自動車を必

要とするシーンも多いので、必要な時に必要な分だけ使えるような、最適な使い方を３つ紹介する。 

１つ目は、平日の移動手段は自転車や公共交通機関など利用し、休日の買い物や遊びに行く時だ

け近所のカーシェアリングを利用する使い方。自動車の利用を最低限に抑えることで、無理なく楽

しみながら自動車の無い生活を送ることができる。 

２つ目は、神戸市では三宮といった都心・ウォーターフロント地域で、通過する自動車の流入を

抑制し、まちなかではグリーンスローモビリティといった、自動車に代わって、ゆっくり安全に走

行する新しい移動手段を利用する使い方。来訪者の回遊性を向上させるような実証実験を行ってお

り、快適に楽しみながら移動できる環境づくりを進めることで、まちの魅力・活力の向上が期待で

きる。 

３つ目は、近年に積極的に技術開発が進められている「自動車の自動運転」等の DX 技術を活用

する使い方。道路状況に合わせた最適なルート、最適な速度等で走行することを目指し、最も効果

的なエネルギー消費量で目的地にたどり着くことが期待される。 
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28 VPP（Virtual Power Plant）とは、仮想発電所と呼ばれる仕組みであり、工場や家庭などが有する太

陽光発電や燃料電池、蓄電池等のエネルギーを高度なエネルギーマネジメント技術で束ね、遠隔・統

合制御することで、電力の需給バランス調整に活用するもの。 
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29 PPA（Power Purchase Agreement）とは、企業や自治体が保有する施設の屋根や遊休地を事業者が借

り、無償で発電設備を設置し、発電した電気を企業や自治体が施設で使った量に応じて、費用を支払

う契約方法。初期費用を抑えて、設備を資産保有することなく、再生可能エネルギー利用が可能。 
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コラム 

～分散型エネルギー・地域エネルギーマネジメントの取り組み～ 

電力の安定供給に対する懸念から、災害時の対応力を高める分散型エネルギーシステムに対す

る関心が高まっている。地域に賦存するエネルギー資源を有効に活用し、自立・分散型のエネル

ギーシステムを構築することは、生活に必要なライフラインの維持や、エネルギーの地産地消に

よる地域経済の活性化につながる。神戸市にはさまざまなエネルギー源が導入されている。これ

らの電気を地域内で効率的に使い多様な電力需要に対応するためには、電気を作り・ためるだけ

でなく、IT 技術を活用しながら電気を集めて（アグリゲーター）、需要家に供給するための仕組

みづくりが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 エネルギーマネジメントのイメージ 
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30 RE100 とは、企業が自らの事業の使用電力を 100％再生可能エネルギーで賄うことを目指す国際的な

取り組みのこと。 
31 TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）とは、気候関連財務情報開示タスクフ

ォースのことで、気候関連の情報開示及び金融機関の対応をどのように行うかを検討するため設立さ

れた組織。企業等に対し、気候変動関連リスク及び機会に関するガバナンス、戦略）、リスクマネジ

メント、指標と目標の項目について開示することを推奨している。 
32 原材料調達・製造・物流・販売・廃棄等の一連の流れ全体から発生する温室効果ガス排出量をサプラ

イチェーン排出量と呼び、スコープ１（事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼等)）、

スコープ２（他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出）、スコープ３（スコープ 1、

スコープ 2 以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)）で構成される。 
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33 持続可能な観光のことで、観光地の本来の姿を持続的に保つことができるよう、観光地の開発やサービス

のあり方を考えた旅行を行うこと。 
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コラム 

～ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）～ 

ZEB は「ゼブ」と読み、快適な室内環境を保ちながら、高断熱化・日射遮蔽、自然エネルギ

ー利用、高効率設備により、できる限りの省エネルギーに努め、太陽光発電等によりエネルギ

ーを創ることで、年間で消費する建築物のエネルギー量が大幅に削減されている建築物のこと

を表す。快適性と省エネの両立が可能になるとともに、災害等の非常時におけるエネルギー自

立性を向上させることにもつながっている。 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の概要 

コラム 

～二酸化炭素以外の温室効果ガスについて～ 

主要な温室効果ガスには、最も濃度の高い二酸化炭素の他、大気微量成分であるメタンや一

酸化二窒素、人工ガス類（フロン類など）があり、数年以上の寿命で大気中に⾧く留まる。産業

革命以降の各温室効果ガス大気濃度増加に地球温暖化係数を積算して評価した温室効果の比率

を示すと、二酸化炭素が約６割、その他ガス（メタン、一酸化二窒素、フロン類など）が約 4 割

になる。二酸化炭素の削減と併せて、その他ガスの削減も重要である。 

メタンや一酸化二窒素は、農業や廃棄物処理、燃料の燃焼・漏出、工業過程等により排出され

ている。代替フロン等４ガスでは、主にエアコン等の冷媒用途におけるハイドロフルオロカーボ

ン類の排出量が増加している。 

メタンや一酸化二窒素の削減対策としては、廃棄物の削減、廃棄物・下水汚泥等の焼却施設に

おける燃焼の高度化、農業（ほ場管理、家畜排せつ物処理、施肥等）での改善等がある。代替フ

ロン冷媒の削減対策としては、製品のノンフロン化・低環境影響化、機器使用時におけるフロン

類の漏えい防止、機器廃棄時の適正な回収・処理の推進等がある。 

出典）経済産業省 省エネポータルサイト 
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34 バイオ炭とは、「燃焼しない水準に管理された酸素濃度の下、350℃超の温度でバイオマスを加熱して

作られる固形物」のこと。 
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コラム 

～ブルーカーボン取り組み～ 

兵庫運河の自然を回復するプロジェクトでは、「神戸で一番汚かった海を神戸で一番の里海にす

る」ことを目標に、漁協、住民、企業、学校、NPO が協働し、里海づくりに努め、アマモの植栽

を行うなど、ブルーカーボン生態系の活用に向けた取り組みを進めている。これらの活動を促進

するために、国土交通省は、港湾工事で発生した石、砂、コンクリートブロック等を利用して、

兵庫運河内に浅場を造成した。2021 年度には、この浅場などで形成された海草藻場や干潟におけ

る二酸化炭素吸収量をクレジット化することで民間企業に販売し、これを今後の活動資金として

いる。 

また、豊かな生態系の創出や水質環境の改善などを目的として、神戸空港島およびポートアイ

ランド（第 2 期）に、環境に配慮した緩やかな勾配の護岸（緩傾斜石積護岸）を整備している。 

これらの区域では、太陽光の届く浅場が広い範囲で形成され、海藻や魚類の豊かな生育環境が構

築されている。2022 年度には、神戸空港島周辺の藻場における二酸化炭素吸収効果を「ブルーカ

ーボン」としてクレジット化するとともに、民間企業に販売し、神戸港内のブルーカーボン拡大

事業の活動資金として活用する計画である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 兵庫運河（左）及び神戸空港島（右） 
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35 エネルギー起源温室効果ガスとは、電力や施設燃料、自動車燃料等の利用により発生する温室効果ガ

スであり、市の事業でいうと、「公共施設・公用車管理事業」「一般廃棄物処理事業」「下水道事業」

「上水道事業」「公営交通事業」による排出が該当する。 
36 非エネルギー起源温室効果ガスとは、ごみ焼却・埋立や下水処理等の廃棄物処理等により発生する温

室効果ガスであり、市の事業では、「一般廃棄物処理事業」「下水道事業」による排出が該当する。 
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37 ESCO（Energy Service Company）とは、省エネルギー課題に対して包括的なサービスを提供し、実現し

た省エネルギー効果の一部を報酬として受け取る事業のこと。 
38 ZEB（Net Zero Energy Building）とは、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間のエ

ネルギー収支をゼロにすることを目指した建物のこと。ゼロとはならないが、用途毎に規定する一次

エネルギー消費量の削減（事務所・学校等 40％以上、ホテル・病院等 30％以上）の達成に加え、未

評価技術の導入によるさらなる省エネを図る建物を ZEB Oriented と呼ぶ。 
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39 VVVF・VI 制御とは、駅舎を換気する送風機のモータを負荷変動に追従して常に最大効率で制御する

ことで、モータの消費電力を削減する仕組み。 
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40 出典：神戸地方気象台ホームページ 

https://www.data.jma.go.jp/kobe-c/climate/climate-change/climate-change.html 
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